（様式第５号の２の３）
第　次　富山県中小企業ビヨンドコロナ補助金　事業実施報告書　【特別枠②業態転換・事業承継枠】
	事業者名
	

	今回の事業
テーマ・目的
	

	従業員数
	事業前：　　　　名　→　事業後：　　　　名　　※常時使用する従業員数


「業態転換等を伴う事業」の場合　　　　　　　　　→　下記１及び３を記入
「事業承継を契機に取り組む意欲的な事業」の場合　→　下記２及び３を記入
１　業態転換等の概要
	区分
	分野名
	事業内容
（簡潔に記載）
	売上高（上段）及び売上高全体に占める構成比（下段）

	
	
	
	補助事業実施前
※事業計画書に
記載した現状
（令和〇年度）
	補助事業実施後
（令和〇年
〇月末現在）
	転換後
（令和〇年度）

	既
存の事業
分野
	a　　　　　　　
　　　　　　　
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％

	
	b　　　　　　　
　　　　　　　
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％

	
	c　　　　　　　
　　　　　　　
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％

	
	d　　　　　　　
　　　　　　　
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％

	
	e　　　　　　　
　　　　　　　
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％

	
	予備　　　　　　　
　　　　　　　
	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％

	小計f
（a+b+c+d+e）
	―
	千円
	
	千円

	
	
	％
	
	％

	既存又は新規の事業分野
	補助事業を含む
事業分野
ｇ　　　　　　　　
　　　　　　　　　

	
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	％
	％
	％
（＋〇ポイント）

	合計h（f+g）
※ｆ＋ｇの構成比の合計が100％となること
	―
	千円
	
	千円

	
	
	100％
	
	100％


※事業計画に記載した補助事業の結果について記載、転換後は、それを踏まえ時点修正を行うこと
※f+gの構成比の合計が100％となるよう記入すること。適宜行を追加し記入すること。必ず、
「既存の事業分野」と「補助事業を含む事業分野」の構成比の合計が100％となるよう記入
次ページあり
２　事業承継の概要
	承継日（予定）
	

	被承継事業者名
	

	代表者職・氏名
	

	住所
	

	業種（小区分）
（「募集要領別紙２」の小区分から記載）
	
	法人番号
	

	資本金
	
	従業員数
	

	事業承継の
実施結果
（進捗状況）
	

	補助申請する
事業承継に
関連した経費
	（登記等の諸手続きや資産算定・評価等に要する経費の内容）



※事業承継とは、被承継者から経営資源の全部又は一部を承継するものとする。
次ページあり
３　業態転換・事業承継共通事項
	実施結果
	（※事業計画書に記載した「具体的な事業内容（新商品・サービスの開発・提供、導入設備、環境改善等の方策）やその事業目標、実施体制や実施結果の検証方法）」及び「補助事業の効果・特長（市場における優位性、成長性・継続性（売上効果や生産性の向上、コスト低減など）、地域経済への波及効果（連携による経済波及効果、賑わい創出、雇用拡大、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ維持など））」に基づき、その結果を具体的に記載すること）


	従業員数
	事業前：　　　　　名　　→　　事業後：　　　　　名

	補助事業の
効果・実績
該当する項目に☑を入れてください。
	本事業により得られた効果を下記より選択・記載してください。（複数選択可）

	
	□新たな商品・サービスの提供　　該当に☑：□新商品　□新サービス　

	
	□新たな販路の獲得　　該当に☑：□EC　□ﾃｲｸｱｳﾄ・ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ　□その他（　　　　　　）

	
	□売上向上、来客数・商談件数の増加
　事業前（売上　　　　　　千円／月）（来客　　　　人／月）（商談　　　　件／月）

目　標（売上　　　　　　千円／月）（来客　　　　人／月）（商談　　　　件／月）
事業後（売上　　　　　　千円／月）（来客　　　　人／月）（商談　　　　件／月）

	
	□事業の継続性向上　　該当に☑：□感染症予防　□防災　□その他（　　　　　）

	
	□業務効率化・生産性向上・コスト低減（　　　　　　　　　⇒　　　　　　　　　）

	
	□地域経済への波及効果（経済効果、賑わい創出、雇用拡大、サプライチェーンの維持等）

	
	□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	実施
スケジュール
（実績）
R4.　月
～
R4.　月
↑
要記載
	時期
	内容（設備導入、イベント等）

	
	令和４年　月
	

	
	　月
	

	
	　月
	

	
	　月
	

	
	　月
	

	
	　月
	


※　記入欄は、適宜拡張してください。複数ページにわたって構いません。また、別紙による説明も可能です。
※　補助事業は、実績報告提出期限（第１次募集分：令和４年12月23日、第２次募集分：令和５年１月13日）までに完了する必要があります。
※　補足説明など、適宜資料を添付してください。
